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タイでは東アジアNIES諸国に比べると,工業化のかなり早い段階から労働組合活動に対

する規制が緩和され,労働政策の決定過程への労働者団体の参加が制度化されてきた｡し

かしその一方で,職場レベルでは,パー トタイムワーカーや派遣労働者が急増する現象も

近年見られる｡タイ型政労使関係は,長所だけでなくさまざまな短所も持っているが,農

村と都市の格差が大きく,ホワイトカラー層とブルーカラー層の間にも大きな所得格差が

あり,しかも ｢東アジア的強権国家主導型開発モデル｣が想定するような優れた官僚組織

を有しない国においては,東アジア型労働抑圧的政労使関係よりも有効な選択肢となる可

能性を持っている｡
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Ⅰ は じめ に

本稿ではタイを事例として,開発主義と労使関

係について考察する｡紙数の制約から,細かな事

実の紹介よりも,タイにおける開発政策,労使関

係,政治体制の間にある相互関係の全体的な見取

図を措くことに重点を置くことにする1)0

タイの事例を参考にしながら,開発主義と労使

関係について論じることにはいくつかの意義があ

ると思われる｡まずタイにおける開発は,韓国や

シンガポールなどをモデルとするいわゆる ｢東ア

ジア型強権的国家主導型開発モデル｣とはかなり

異なる形で行われてきた｡タイでは経済開発にお

ける国家の役割が,韓国,シンガポール,マレー

シアやインドネシアなどに比べて小さく,民間企

業主導で経済開発が行われてきたのである｡′また
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労働政策に関しても,他の東アジアや東南アジア

諸国に比べると,比較的早い段階から労働運動に

対する規制を嬢和し,労働政策決定過程に労働団

体を参加させるための制度的な枠組みを作る試み

もかなりの程度なされている2)0

｢東アジア的強権国家主導型開発モデル｣にお

いては,工業化がかなり高度な段階に達するまで

は,労働運動は厳しく弾圧される｡｢東アジア的

強権国家主導型開発モデル｣の提唱者たちは,労

働運動が盛んになると,労賃が生産性の向上を大

幅に上回る勢いで上昇して国際競争力や企業の利

潤率が低下してしまい,産業構造高度化のために

必要な資本の蓄積が困難になってしまうと論じて,

労働運動に対する弾圧を正当化しようとする｡経

済の中心が労働集約的な軽工業から資本集約的な

重化学工業や技術集約的なハイテク産業に移行し,

賃金を低く抑えることよりも生産過程における品

質管理を行き届かせることのほうが重要になれば,

宥和的な労働政策をとることが経済成長にとって

も必ずしもマイナスではなくなるので,労働運動

に対する規制の緩和は経済発展がそのような段階

に達するまで待つべきだと彼らは主張する｡とこ

ろがタイでは,経済の中心が重化学工業やハイテ
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ク産業に移行する以前の段階で,労働運動に対し

てかなり宥和的な政策が行われるようになったの

である｡

本稿では,タイではなぜ工業化の早い段階から

労働組合の活動に対する規制が緩和されたのか,

またそれにもかかわらず 1997年に金融危機に見

舞われるまで,毎年かなり高い経済成長率を実現

することができたのはなぜかについて考察し,新

興工業国の労使関係に関する従来の議論の問題点

をいくつか指摘することにしたい｡

Ⅱ 輸出指向型工業化への移行と

労使関係

輸入代替型工業化から輸出指向型工業化への転

換が発展途上国の労使関係に与える影響について

は,労使関係の研究者の間では二つの相対立する

説が唱えられてきた3)｡第1の説は,輸出指向型

工業化への転換は労使関係を抑圧的,敵対的なも

のにすると主張する｡彼らはその理由を以下のよ

うに説明する｡輸入代替型工業化の場合は販路が

国内市場に求められるので,労働者の購買力が上

昇することは長期的,大局的には資本家の利益に

もある程度つながるが,轡出指向型工業化の場合

は販路は主に海外市場に求められるため,国内の

労働者の購買力の上昇は資本家の利益にはつなが

らない｡また海外市場での激しい価格競争に勝つ

ためにも資本家は以前にも増して労働者の賃金を

低く抑えようとする｡このため,労使関係は抑圧

的,敵対的なものになるというのである｡

これに対してもう一つの説は,輸出指向型工業

化への転換は労使関係を以前よりも宥和的,協調

的なものにすると主張する｡彼らはその理由を以

下のように説明する｡輸入代替型工業化の場合は,

高い関税障壁によって海外で作られた製品との競

争から守られているため,国内で作られた製品は

国内市場では少々品質が悪くてもある程度売るこ

とができ,納期についてもそれほど厳しく守る必

要はない｡しかし海外市場を主な販路とする場合

には,納期をかなり厳しく守らなければならない

場合が少なくなく,また品質も一定の水準に達し

ていないと売り上げを伸ばすことは難しい｡しか
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し労使関係があまりに敵対的では納期を厳守した

り,品質を向上させることは難しい｡このため経

済全体の輸出指向が強まるにつれ,労使関係を宥

和的,協調的なものにする努力が企業および企業

の意向を受けた政府によ.ってなされるというので

ある｡

どちらの説が正しいかは,どちらの説が現実を

よりうまく説明できるかによって判断するしかな

いが,1970年代以降のタイの労使関係の変化は

どちらの説によってもあまりうまく説明できない｡

タイにおいては,輸出指向型工業化への移行は2

段階の形で行われた｡まず70年代前半に繊維産

業が輸出を本格的に開始したのが第1段階である｡

繊維産業は当時のタイにおいては工業部門の中心

的な産業であり,その繊維産業が輸出依存度を高

めたことは大きな意味を持ったが,70年代に輸

出を急速に伸ばすことができたのは,繊維産業と

食品加工業くらいであり,家電製品やプラスチッ

ク製品などは依然として国内市場を主な販路とし

ていた｡家電製品やプラスチック製品の輸出が急

激に伸び出したのは,80年代後半になってから

である｡工業のさまざまな分野において,輸出依

存度が急速に高まった80年代後半から90年代前

半に,輸出指向型工業化への移行はその第2段階

に突入したのである｡

では輸出指向型工業化への移行の第1段階が始

まった1970年代前半と第2段階が始まった80年

代後半に,タイの労使関係にはどのような変化が

見られたのであろうか｡職場レベルでの労使関係

については第Ⅳ節で述べることにして,ここでは

職場レベルでの労使関係にも大きな影響を与えて

きたタイ政府の労働政策の変化についてまず先に

論じることにする｡タイ政府の労働政策は70年

代初頭から中ごろにかけて大きく変化した｡タイ

では50年代中ごろに労働運動が大きな盛 り上が

りを見せたが,サリット陸軍司令官が 1958年に

クーデターによって全権を掌握してからは,スト

ライキも労働組合の結成も非合法化されていた｡

ところが70年代初頭から中ごろにかけて,労働

組合の結成やストライキが合法化され,法定最低

賃金制度も導入された｡

輸出指向型工業化への移行の第2段階が始まっ
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た 1980年代後半から90年代前半にかけては,10

人以上の被雇用者がいる事業所で働 く労働者を対

象とした社会保障制度が発足し,88年から91年

まで続いたチャーチヤーイ政権の下では,それま

で物価上昇率とほぼ同じ率で引き上げられていた

法定最低賃金が物価上昇率を大きく上回る率で引

き上げられた｡

つまり輸出指向型工業化への移行の第 1段階に

おいても第2段階においても,従来よりも労働者

に対して宥和的な政策-の転換が行われたのであ

る｡この点だけを見ると,先に紹介した二つの説

のうちの後者の説,つまり輸出指向型工業化への

移行は,それまでよりも宥和的,協調的な労使関

係をもたらすという説のほうがタイにはよくあて

はまるように思われるかもしれない｡ところが,

職場レベルの労使関係を産業ごとに調べてみると,

輸出指向度の高い企業の労使関係のほうが,そう

でない企業に比べて,宥和的,協調的であるとい

う傾向は全 く見られない｡

このように,輸出指向型工業化への移行は労賃

を低 く抑える必要性を高めるため,労使関係を抑

圧的なものにするという説も,逆に納期の厳守と

品質向上の必要性から,労使関係を宥和的なもの

にするという説も,どちらもタイにおける労使関

係の変化をうまく説明することはできない｡これ

はどちらの説もいくつかの重要な点を見落として

いるからである｡まず第 1にどちらの説も,現実

の世界では ｢必要｣なことがすべて必ずしも ｢実

行｣されるわけではないということを考慮に入れ

ていない｡政府または企業がある方向に労使関係

を変化させる ｢必要｣があると判断したとしても,

そのような方向に労使関係を実際に変化させる

｢力｣を持っていなければ,そのような変化は生

じない｡第2に,どちらの説も,政府にとって望

ましい労使関係のあり方と,企業にとって望まし

い労使関係のあり方との間に違いが生じる可能性

を考慮に入れていない｡また望ましい労使関係像

は,政府部内においても,経済問題担当の官僚,

治安維持を担当する軍や警察,選挙で選ばれる政

治家など,それぞれの立場によって異なる場合も

あり,また企業家の側でもそれぞれの企業の特性

によってかなり異なることが少なくない｡このよ

36

うな場合,労使関係がどのように変化するかは,

それぞれ異なる利害を持つさ亭ざまな集団間の力

関係に大きく左右される｡

サリットのあとを継いだタノームが,1972年

に労働者の団結権を14年ぶ りに回復 した最大の

理由は共産主義者の影響力が労働者の間に広がる

ことを防ぐことにあった｡タイでは60年代後半

以降共産主義者の活動が活発化し始めたため,労

働者の合法的な組織の結成をいっさい禁じていて

は.労働条件などに不満を持っている労働者が共

産主義者によって作 られた地下組織に引きつけら

れかねないという危機感が軍の特務機関や内務省

内の一部で高まった｡また海外からの援助への依

存を高めていたタノームにとっては,IMFから

労働団結権の回復を勧告されたことも大きな圧力

となった｡このため,経済問題担当の官僚や経営

者団体の反対を押 し切る形で,72年に労働団結

権が回復され,法定最低賃金制度も導入されるこ

とになったのである｡

チャーチヤーイ政権 (1988-91年)が,労働者

に対 して宥和的な政策をとったのも,80年代後

半以降,輸出指向型工業化が急激に進んだことに

対応するためというよりも,政治的な理由による

ところが大きかった｡77年から80年まで首相を

務めたクリアンサックも,80年から88年まで首

相を務めたプレームも,首相に就任した時は現役

の軍人として国軍最高司令官や陸軍司令官の地位

にあり,軍の支持を大きなよりどころとしていた｡

クリアンサックもプレームも総選挙には立候補せ

ず,首相時代にはどの政党にも所属しなかった｡

これに対 し,チャーチヤーイは57年までは陸軍

の将校であったものの,57年以降軍籍を離れ,

70年代以降は政党政治家として活躍 し,首相と

なった時には,タイ国民党の党首であったoノ軍と

の関係があまりよくなかったチャーチヤーイは,

軍の発言力が増すような事態を招来することを極

力避けようとした｡軍隊を出動させて労働者のデ

モを鎮圧することは,自らの政権が軍の力に頼ら

ざるをえないことを示すことになり,軍の発言力

を増大させかねないとチャーチヤーイは考えてい

たといわれ,実際チャーチヤーイ政権下では,労

働者が大規模なデモを行った際には,政府が労働
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者の要求をある程度受け入れることによって,労

働者の不満を鎮めるという方法がしばしば用いら

れた｡

タイのこうした事例は,労使関係のあり方は工

業化政策のあり方や輸出依存度などによって一義

的に決定されるものではなく,政治家,資本家層,

軍および各省庁間の力関係や,政府が政権維持の

ためにどの程度労働者層からの支持を必要として

いるかなどによっても大きく影響されることを示

していると言えよう｡これはある意味では当然の

ことであるが,この当然のことが,これまでの労

使関係と開発主義との関係をめぐる議論ではしば

しば見落とされているので,この点についてもう

少し述べておくことにしたい｡

日本では,第 2次大戦以降,東アジアや東南ア

ジアの非共産主義国に登場 した強権的な政権を

｢開発独裁｣や ｢開発体制｣と呼ぶことが 1980年

代になって定着 した (末簾1994)｡そしてこれら

の政権にお一いては,｢経済開発が最高の目標L･課

題とされ,あらゆる制度や政策の正当性の源泉と

なっている｣ (岩崎 1994:p.8)と論 じられるよう

になった｡また ｢束アジア的強権国家主導型開発

モデル｣においては,少なくとも経済政策の作成

にかかわる国家エリートたちの間では,開発のた

めにはどのような政策が必要かについて合意が形

成されており,彼らによって合意された政策を国

家が一丸となって強力に推進していくという図式

が措かれてきた｡その政権にとって,経済開発が

最高の目標とされ,しかも経済開発を実現するた

めの政策について政権内部で合意が形成されてい

る場合には,労働政策に関しても｢経済的合理性｣
に基づいた政策が行われると予測することができ

よう｡

しかし実際には ｢開発独裁｣と呼ばれる政権に

とって,経済開発は唯一の目標ではなかった｡共

産主義の浸透を防ぐことや政権の延命をはかるこ

とも,経済開発と同等かまたはそれ以上に重要な

目標とされたのである｡このため労働政策の決定

は,｢経済的合理性｣だけでなく,治安対策上の

配慮や政権の支持基盤のあり方にも大きく左右さ

れることになった｡またタイの場合,経済開発の

ためにはどのような労働政策をとるべきかについ
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ても,官僚たちの間に合意は成立していなかった｡

こうした状況の下では,､経済開発のための必要性

だけを考慮して作られたモデルによっては,労働

政策の変化を十分に説明することも,予測するこ

ともできないのである｡

もっとも ｢東アジア的強権国家主導型開発モデ

ル｣の提唱者たちも,すべての国において,｢東

アジア的強権国家主導型開発モデル｣が想定する

ような開発が行われるとは論じていない｡むしろ

そのような開発が行われてきたのは少なくともこ

れまでのところ地域的には東アジアに限定されて

きたと彼らも考えるからこそ,｢東アジア的｣と

いう語が冠せ られたのである｡｢東アジア的強権

国家主導型開発モデル｣の提唱者たちにとって,

タイにおいて彼らが想定するよりも早い時期に労

働組合の活動に対する規制が横和されたこと自体

はそれほど大きな驚きに値することではないかも

しれない｡しかし早い段階で労働組合の活動に対

する規制が緩和されたにもかかわらず,タイが比

較的順調に経済を成長させたことは彼らにとって

大きな驚きであろう｡

次節以下では,労働組合の活動に対する早い段

階での規制横和がなぜタイの経済成長にとってあ

まり大きなマイナス要因とはならなかったのかに

ついて考察する｡

Ⅲ 労働政策決定過程の改革

労働運動に対する規制が他のアジア諸国に比べ

ると比較的緩やかであったにもかかわらず,タイ

では,1973年から76年までの 3年間以外は,ス

トライキの発生件数がそれほど多くならなかった

理由についてまず考察することにしたい｡タイで

は労使間の対立をス トライキにまで発展させない

で解決させるための制度的な枠組みの基礎がクリ

アンサック政権の下で築かれ,その跡を継いだプ

レーム政権の下でそれがさらに整備された｡その

ような枠組みが作られることになった背景を知る

ためには,タイの労働運動史を少し振 り返ってお

く必要がある｡

タノーム政権が 1972年に 14年ぶりに労働団結

権を認めたことは前節で述べたが,タノーム政権
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は学生を中心とする反政府デモによって,翌 73

年に崩壊 した｡76年のクーデターまでの3年間

は議会制民主主義の導入が試みられ,それまで抑

えつけられていた言論や集会の自由が大幅に回復

されたため,労働運動も急速に活発化した｡内務

省は労働運動が急進化するのを防ぐために,穏健

な国営企業の労働者を中心に｢タイ労働組合連盟｣

(Glum SahapharpRaeng-ngarnhaengPrathetThai)

を結成させ,唯一のナショナルセンターとして機

能させようとした｡しかし,国営企業の労働組合

の指導者たちの穏健路線に不満を持つ,民間企業

の急進的な労働指導者の一部は,タイ労働組合連

盟とは別に ｢全国労働者連帯センター｣(sunpra-

sarn-ngarnKammakornhaengChart)%#&L,,A

府や経営者に対して,次々と要求を突きつけるよ

うになった｡

全国労働者連帯センターは,労働争議を支援す

る際,争議が起きた企業以外で働く労働者をも動

員して大規模なデモを開き,政府に圧力をかけて

政府を争議に介入させることによって,労働者に

有利な形で争議を決着させるという戦術をしばし

ば用いた｡当時タイでは議会制民主主義は導入さ

れたものの,数多くの政党が乱立してどの政党も

議会の過半数に遠く及ばない議席しか獲得するこ

とができず,不安定な連立政権が続いていた｡こ

れらの政権は軍との関係があまりよくなかったこ

ともあり,労働者のデモに対して強い態度で臨む

ことができず,全国労働者連帯センターの戦術は

75年の中ごろまでは大きな成果をあげた｡特に

74年 6月に繊維労働者が大規模なス トライキを

行った際に,繊維労働者の労働条件の改善だけで

なく,法定最低賃金の大幅な引き上げをも政府に

認めさせたため,労働者の間での全国労働者連帯

センターの人気は急速に高まった｡これに対しタ

イ労働組合連盟は,当初は内務省に正式に登録し

た労働組合の組合員以外が起こしたストライキを

支援することには慎重な姿勢を見せていたが,全

国労働者連帯センターに対抗するために,未組織

の労働者の組織化に力を入れるとともに,労働組

合を正式に結成していない労働者によって起こさ

れた労働争議に対しても支後を行うようになった｡

このため,内務省に正式に登録された労働組合
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の数は1972年末にはわずか 9組合だったのが,

76年末には184組合にまで増え,また73年から

76年の4年間には政府の記録に残っているだけ

で1232件ものス トライキが行われた｡長年抑え

つけられていた労働運動がこのように一気に活発

化したことは,経営者たちや経済問題を担当する

官僚だけでなく,治安維持を担当する軍や内務省

にも大きな危機感を抱かせることになった｡この

ため,75年中ごろから,政府は全国労働者連帯

センターに対しては強硬な態度をとるようになり,

全国労働者連帯センターの指導者に対する暗殺未

遂事件なども起きるようになった｡それ以前から

合法的な手段による活動に限界を感じていた全国

労働者連帯センターの中心的な指導者たちの多く

は75年中ごろから後半にかけて地下に潜伏し,

タイ共産党が山岳地帯で行っていたゲリラ活動に

参加するようになったため,全国労働者連帯セン

ダーは75年末までにはその活動をほとんど停止

することになった｡

一方タイ労働組合連盟のほうはこの間,着実に

傘下の組合数を増やし,全国労働者連帯センター

が活動を停止してからは,事実上唯一の労働者の

全国組織としての地位を獲得するようになった｡

1975年 12月から76年 1月にかけては,消費者

米価引き上げの決定を取り消すことを政府に要求

してゼネストを行うなど政府に対して批判的な行

動もとるようになっ･た｡この時のゼネストは,当

時タイにあった111の労働組合のうち約 60の組

合が参加して4日間にわたって行われ,結局政府

に消費者米価の引き上げの決定を撤回させること

に成功した｡このゼネストの成功によって,労働

者の間でのタイ労働組合連盟に対する評価が高ま

り,タイ労働組合連盟が主催した76年のメーデー

には10万人近くが参加した｡

全国労働者連帯センターに対しては強い態度で

臨んだ当時のタイ政府が,タイ労働組合連盟に対

しては宥和的な態度をとったのは,一つにはタイ

労働組合連盟は政府の政策を時には批判するもの

の,全国労働者連帯センターとは違って体制変革

は唱えず,あくまで既存の体制内で労働者の待遇

を漸次的に向上させていくことを目指していたか

らであり,また一つには全国労働者連帯センター
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が再び力を持たないようにするためには,タイ労

働組合連盟が広範な労働者の支持を得ていること

が望ましいと治安担当部局が判断したことによる｡

しかし1976年に軍が起こしたクーデターに

よってタイの政治状況が変化し,言論や集会の自

由が再び大きく制限されるようになり,ストライ

キも非合法化されたため,タイ労働組合連盟はそ

､の活動のほとんどをしばらく中止せざるをえなく

なった｡当時軍内には,ストライキだけでなく,

労働組合の存在自体をも禁止すべきだという意見

を持つグループもあったが,クリアンサック陸軍

大将を中心とする陸軍内の穏健派が労働団結権を

存続きせることを強く主張したため,労働団結権

は取り消されず,労働組合の存続は許されること

になった｡存続は許されたものの,76年のクー

デターから1年ほどは労働運動は著しく沈滞した

が,77年にクリアンサックがクーデターを起こ

して首相に就任してからは,労働運動に対してか

なり宥和的な政策がとられるようになり,労働組

合の活動は再び活発になった｡

クリアンサックが,労働組合活動を全面的に禁

止しなかった最大の理由はやはり治安対策上の理

由であった｡1975年には南ベ トナム,ラオス,

カンボジアで相次いで共産主義政権が成立し,ま

たタイ国内でも共産党の活動がそれまで以上に活

発化したため,共産主義の脅威は当時のタイ政府

にとって,非常に深刻なものとして認識されてい

た｡クリアンサックも,労働組合活動を全面的に

禁止することによって,労働運動を地下に潜らせ

るよりも,｢信頼できる｣労働指導者に労働者団

体を組織させ,その団体を通じて,労働者の不満

をくみ上げることができる制度を作るべきだと考

えたのである｡

そのような必要性を認識したという点では,タ

ノームとクリアンサックとの間に大きな違いはな

いかもしれない｡しかし彼らが置かれていた状況

には大きな違いがあった｡70年代後半には,治

安維持担当部局以外の官僚や資本家層,さらには

中間層の間にも,1970年代初頭とは比べものに

ならないほど共産主義勢力の伸長に対する危機感

が高まっていたのである｡このためクリアンサッ

クが労働組合運動に対して宥和的な政策をとるこ
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とに対して,強く抵抗する者はあまりいなかった｡

こうした状況の中でクリアンサックは,タノーム

が ｢必要｣だと思いながら ｢実行｣できなかった

労働政策を次々と ｢実行｣していったのである｡

クリアンサックは,使用者にも労働者にも全国

組織を作らせ,その代表を労働政策の決定過程に

関与させることによって,使用者と労働者の利害

調整を円滑に行うことができるような制度を作る

ことを目指した｡1975年後半から76年にかけて

は,タイ労働組合連盟が事実上唯一の労働者の全

国組織 (ナショナルセンター)として機能してい

たと先に述べたが,タイ労働組合連盟は法人格を

持っておらず,規約もあまり整備されていなかっ

た｡使用者側では,1974年にタイ商業会議所と

タイ工業協会 (タイ工業連盟の前身)が合同で設

置した ｢商工業研究所｣(samnakWicharkarnThu-

rakitlaeUtsahakam)が75年ごろから実質的な使

用者団体の全国組織として機能するようになり,

76年8月からは ｢タイ使用者団体協議会｣(Sapha

Ongkorn NaichanghaengPrathetThai,英語略称

ECOT)と名乗るようになっていたが,タイ使用

者団体協議会も法人格は持っておらず,規約など

もあまり整備されていなかった｡しかし77年に

まずタイ使用者団体協議会が労働関係法に規定さ

れた正規の使用者の全国的組織として内務省に登

録をして法人格を獲得し,78年 2月にはタイ労

働組合連盟が ｢タイ労働評議会｣(saphaOngkom

LukchangSaphaRaeng-ngarnhaengPrathetThai,

英語略称LCT)という名前で,労働関係法に基づ

く正規のナショナルセンターとして内務省に登録

することが認められ,法人格を取得した｡

LCTが正式のナショナルセンターとして登録

した翌月に,クリアンサックは ｢国家労働開発顧

問会議｣(SaphaThipruksaPhuaPhatthanaRaeng-

ngarn haengChart)を発足させた｡国家労働開発

顧問会議は,労働政策に関して政府に助言を行う

ことが任務とされ,現職の官僚,有識者,労働者

の代表,使用者の代表がそれぞれ5人ずつ,合計

20人の委員によって構成される｡官僚と有識者

は内務大臣が指名するのに対し,労働者の代表は

労働組合が 1組合 1票で投票する選挙によって選

出され,使用者の代表も同樽に使用者協会による
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選挙によって選出されることとされた｡労働組合

による選挙の結果,第1期の労働者代表委員には,

LCT議長のパ イサー ン ･タワッチ ャイナ ン

(PhaisanThawatchainan)ら5人が選ばれた｡

クリアンサックはこの国家労働開発顧問会議を

重視する姿勢を示したため,国家労働開発顧問会

議はクリアンサック政権下では労働政策の決定過

程において重要な役割を果たすことになった｡国

家労働開発顧問会議は,パイサーンら労働者代表

委員が出した要望を大幅に取り入れた提言を何度

か行い,しかも政府がそれらの提言の多くを受け

入れたため,パイサーンの名声は高まり,LCT

に加入する労働組合の数も増加した｡

また,クリアンサックは,労使紛争を専門に扱

う労働裁判所を開設する準備にも取り組んだ｡労

働裁判所が開設されたのはクリアンサックが首相

を辞任した2カ月後の1980年4月であったが,

｢労 働 裁 判 所 設 置 及 び労 働 事 件 訴 訟 法｣

(PhrarachaBanyatJadtangSarnRaeng-ngarnlae

WithiPhichar.anaKha°iRaeng-ngarn)が公布された

のは,その約 1年前の79年 5月であった｡労働

裁判所は,通常の裁判所とは異なる特徴をいくつ

か持っている｡まず労働裁判所では,法務省に所

属する正規の裁判官 1名と,労働者代表の補助裁

判官と使用者代表の補助裁判官各 1名ずつの計3

名によって,審議が行われる｡労働者代表の補助

裁判官は,国家労働開発顧問会議の労働者代表委

員と同様に,1組合 1票の選挙によって選ばれる｡

使用者代表の補助裁判官も同様に使用者団体によ

る選挙によって選ばれる｡タイでも通常の民事裁

判では,判決が下りるまでに何年もかかることが

多いが,判決が下りるまでに長い時間がかかって

しまうと経済的な蓄えの少ない労働者にとって不

利になるということを理由に,労働裁判所に関し

ては,迅速に審議を行うための規定がいろいろと

定められており,特別な事情がない限り,数カ月

で判決が下りるようになっている｡また経済的に

恵まれない労働者でも訴訟を簡単に起こすことが

できるように訴訟費用はいっさい徴収せず,証人

を呼ぶ場合も,証人に対する謝礼は裁判所が支払

うこととし,また弁護士を依頼せずに裁判に臨む

ことも認めている｡
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労働裁判所に持ち込まれる労使紛争は年々増加

傾向にあり,1982年には3598件だったのが,93

年には1万 1384件にまでなり,経済危機によっ

て多くの企業で大量解雇が行われた98年には2

万3236件にまで増えている｡81年から94年ま

での期間について見てみると,労働裁判所が判決

を下した訴訟のうちで,原告が勝訴した割合は

83.2%に上る｡原告の9割以上が労働者または労

働組合であることを考えると,原告の勝訴率

83.2%というのは,労働裁判所が労働者をそれほ

ど不利には扱っていないことを示す数字だといえ

よう｡

またクリアンサックは,最低賃金の設定に関し

て,｢賃金委員会｣(KhanaXam akarnKhaCれang)

の決定を重視する姿勢を示した｡賃金委員会は

1972年にタノームが法定最低賃金制度を導入し

た際に,設置したものであるが,クリアンサック

政権以前は,最低賃金の設定が首相の意向に大き

く左右される傾向が強かった｡しかし,クリアン

サック政権になってからは,政府代表委員5人,

労働者代表委員 5人,使用者代表委員 5人の計

15人の委員による審議結果が重視されるように

なった｡

クリアンサック政権によるこうした一連の改革

は,使用者側からも労働者側からもかなり好意的

な評価を受けた｡共産主義の脅威を深刻に感じて

いた使用者たちは,当時一種のジレンマに陥って

いた｡労働者の多くが過酷な労働条件のもとで働

かされていては,共産主義の脅威が高まってしま

う｡しかしだからといって自分の会社だけ労働条

件を改善しても,他の使用者がそれに追随しなけ

れば,社会不安嬢和の効果はほとんどなく,自分

の会社の利潤を減らすだけになってしまうのであ

る｡

労働裁判所の設置によって,不当労働行為に対

して労働者が訴えを起こしやすくし,また最低賃

金の設定によって,少なくともフォーマルセクター

においては最低賃金以下の給与で労働者を雇うこ

とを難しくすることは,使用者にとっては,他の

使用者の多くも一定レベルまでは労働条件を改善

することをある程度保証することになったのであ

る｡

No.469/August1999

また労働者側も1973年から76年までの4年間

の経験から,あまりにストライキがさまざまな企

業で頻発して,経済全体が混乱してしまうと,労

働運動に対する弾圧が厳しくなるだけでなく,自

分たちの暮らしも苦しくなりかねないということ

を身をもって経験したため,クリアンサックが行っ

た改革に強く反対する動きはあまり起きなかった｡

クリアンサックによって行われた労働政策決定

過程の改革は,その跡を継いだプレームによって

引き継がれ,プレーム政権下では,1982年には

｢職場安全基準設定委員会｣(Khana Kamakarn

KarれKamnodMatrathanXhwarmPlotphaina主Ram

Than-ngarn)と ｢労働関係促進委員会｣(Khana

Kamakarn KarnSongsermKarnRaeng-ngarn Samp-

han)が,85年 には ｢職場環境向上委員会｣

(Khana Kamakarn Phatthana Sapharp lae Sin g-

waetlomnaiKarnTham-ngarn)が,政 ･労 ･債の代

表からなる三者構成の委員会として新たに設置さ

れた｡

1976年 10月のクーデター以降禁止されていた

ス トライキも81年 1月からは合法的に行うこと

ができるようになったが,73年から76年の間の

ようにストライキが頻発するようにはならなかっ

た｡81年から90年までの10年間に生じたス ト

ライキは322件であり,73年や74年に1年間に

生じたストライキ件数よりも少なくなっている｡

クリアンサック政権によって行われた一連の改革

はストライキ件数の増加を抑えるのにかなりの効

果をあげたのである｡

Ⅳ 労働市場の多層性と労使関係の

部分的制度化

タイでは他のアジア諸国に比べて労働組合活動

に対する規制が比較的弱いにもかかわらず,組織

率はあまり高くない｡1995年の時点でも組織率

は5.6%にすぎない｡しかも組織率には国営企業

と民間企業との間に大きな差がある｡95年の国

営企業労働者の組織率は42.9%であるのに対し,

民間企業の労働者の組織率は3.8%にすぎない｡

また民間企業の組織労働者は比較的規模の大きい

企業で働いている者が多い｡
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国家統計局などの調査によると,1995年の時

点で,何らかの職に就いている者の数は,3082

万人であり,そのうち公務員が約219万人,国営

企業で働いている人が27万人,民間企業で働い

ている人が996万人,自営業を営んでいる人が

966万人,無給で家業を手伝っている人が796万

人,雇用者が81万人という内訳になっている｡

公務員には労働団結権は認められていないが,

1991年までは国営企業で働 く者には団結権が認

められており,国営企業の労働指導者たちはタイ

の労働運動において中心的な役割を果たしていた｡

しかし91年のクーデター後,国営企業で働く労

働者は労働組合ではなく,職員協会しか結成でき

ないようにする法改正が行われ,それによって国

営企業の労働者はナショナルセンターに参加する

ことができなくなってしまった｡このため91年

以降はナショナルセンターの運営は民間企業の労

働組合の指導者によって担われるようになったが,

国営企業の労働者は国営企業職員協会という形で

組織を温存している｡国営企業の労働者の団結権

を回復し,再びナショナルセンターに参加するこ

とを認める法案が現在国会で審議されているとこ

ろである｡

タイの国営企業では,年功序列による昇進と終

身雇用が一般的で,民間企業で働いている労働者

の平均値に比べると,教育水準,給与,勤続年数

ともかなり上回っている.一方民間企業で働いて

いる者の間でも,事務職とラインワーカーの間に

はかなりの給与の差があり,またラインワーカー

の間でも,ある程度の熟練を必要とする作業を行っ

ている者とあまり熟練を必要としない作業を行っ

ている者との間にも給与の差が存在する｡熟練を

必要としない作業を行っているラインワーカーの

多くは最低賃金が基本給である場合が多いが,こ

れに対し,ある程度の熟練を必要とする作業を行っ

ている者や事務職,さらには国営企業の職員の給

与は最低賃金をかなり上回っていることが多い｡

しかしながら,労働組合の組織率は,最低賃金を

かなり上回る額の給与を受け取っている後者のグ

ループのほうが高く,ナショナルセンターにおい

て中心的な役割を果たすのも後者のグループに属

する者である｡
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タイにおける労働者の組織率が低いままになっ

ているのにはさまざまな要図がある.一つには日

本をはじめとする外国資本も含めて,経営者の多

くが依然として労働者が組合を結成することに対

して否定的な態度をとっていることによるが,タ

イに比べて経営者が労働組合の結成に好意的だと

は思われないフィリピンにおける組織率がタイを

上回っていることを考えると,この要因だけでタ

イの労働者の組織率の低さを説明することはでき

ないであろう｡タイでは1980年代前半までに組

織労働者によって,未組成労働者の利益もある程

度守られる制度が整備されたことも,タイの労働

者の組織率を低いものにとどめている要因の一つ

になっているように思われる｡

タイの未熟練労働者の多くは,最低賃金が基本

給となっており,勤続年数や勤務態度などによっ

て基本給に若干の手当を加えた額を給与として受

け取っている｡未熟練労働者の多くは未組織であ

り,これらの未熟練労働者にとっては,会社を相

手に賃上げを要求することはあまり現実的な選択

肢ではないことが多い｡しかし各職場で賃上げ交

渉を行わなくても,毎年最低賃金が引き上げられ

るので,彼らの賃金もそれに応じて引き上げられ

ることになるのである｡

最低賃金は前節で述べたように,ナショナルセ

ンターの代表をも含む三者構成の賃金委員会の審

議によって決定される｡ナショナルセンターの執

行部に代表を送っている組合の多くは,最低賃金

以上の給与を受け取っている労働者が多い職場に

結成されており,賃金委員会の労働側代表委員は

自らの直接の利益のために最低賃金の引き上げを

要求するというよりも,未組織の労働者のために

最低賃金の引き上げを要求するという性格が強い｡

また未組織の未熟練労働者が使用者に不当な扱い

を受けたと感じた場合には,やはりナショナルセ

ンターが推薦した労働者の代表が補助裁判官を務

める労働裁判所に訴えることもできる｡もちろん

実際には不当な扱いを受けたと感じても未熟練労

働者の多くは労働裁判所に訴えたりはしないが,

それでも1年に1万件を超える訴えを労働裁判所

は処理しており,しかもその訴えの多くが労働組

合ではなく,個々の労働者によって起こされたも
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のであることを考えると,労働裁判所は不当な労

働行為によって被害を受けた未組織労働者を救済

するうえで一定の役割は果たしていると言えよう｡

1970年代後半から80年代前半にかけて整備さ

れた,労働者を労働政策の決定過程に関与させる

制度的な枠組みは,労働者の各層の声を政策決定

に直接反映させるものではなく,労働者の中では

かなり恵まれた労働条件にあり,それゆえに組織

力があり,また政治的には穏健な態度をとること

の多い,ある程度の熟練や学歴を要する作業に従

事している国営企業や比較的規模の大きい民間企

業の労働者が主に中心になって作っている労働組

合のナショナルセンターにのみ参加が認められた

ものなのである｡

タイの労働者の組織率が低いままになっている

もう一つの大きな要因は,1980年代後半以降,

派遣労働者やパートタイムワーカーなどの非正規

雇用の労働者が急増したことにある｡日本と同様

に,派遣労働者やパートタイムワーカーのほとん

どは乗艇織で,労働組合のある職場で働いている

場合でもこれらの労働者が組合員となっているこ

とは稀である｡80年代未から90年代前半にかけ

て,あまり熟練を必要としない作業は,正規の社

員ではなく,派遣労働者やパートタイムワーカー

に行わせるという慣行が急速に広まり,業種によっ

ては,ラインワーカーの半分以上がこれらの非正

規雇用の労働者によって占められる工場が珍しく

なくなってきている｡

このように1980年代のタイでは,政府の労働

政策決定過程へのナショナルセンターの代表の参

加や労使紛争の解決のための制度が整備される一

方で,職場レベルでは,非正規雇用の労働者が急

増するという現象が同時並行的に進行したのであ

る｡

あえて単純に図式化すれば,タイ政府の労働政

策の主眼は,労働争議が多発することを防ぐこと

と,労働運動が ｢望ましくない｣勢力の影響下に

おかれないようにすることにあり,政府が措いた

開発の青写真に沿うような形態の労使関係が各企

業の職場レベルでも実現されるよう労使に対して

指導を行うという意図はきわめて脆弱である｡こ

のためタイ政府は,労働裁判所や ｢労使関係委員
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会｣(KhanaKammakarnRaeflg-ngarnSamphan)な

どの,労使紛争解決のための制度的枠組みを整備

して,ス トライキ以外の手段によって労使紛争を

解決するチャンネルを増やすとともに,ナショナ

ルセンターの代表を各種の三者構成委員会の委員

に任命することによって,彼らの不満をある程度

吸い上げることにはかなり力を入れたものの,莱

組織の非正規雇用の労働者にはあまり関心を払っ

てきていない｡

ナショナルセンターの指導者たちは,非正規雇

用の労働者が急増している問題に対して何らかの

対策をとるように政府に時々要求してはいるが,

彼らにとっても,非正規雇用の問題の優先度はあ

まり高くない｡組合員ではない非正規雇用の労働

者の問題よりも,組合員である正規雇用の労働者

の問題に彼らの関心も集中する傾向がある｡

こうした状況に対して,非正規雇用の労働者に

職場を奪われ,またいつかは自らも非正規雇用の

立場になるかもしれないという危倶を抱 くように

なった未熟練のラインワーカーの間には不満がか

なり高まってきている｡彼らの多くは未組織であっ

たり,また組合に加入していても組合の執行部は,

事務職や技術職の者によってポス トの多くが占め

られる傾向が強いため,彼らの不満が具体的な行

動に結びつくことはそれほど多くないが,未熟練

のラインワーカーが被雇用者の大半を占める職場

の労働組合の中には,ナショナルセンターに対し

て,国政レベルでの政策決定過程への参加にばか

り重点を置きすぎ,一般の労働者の問題に十分取

り組んでいないという批判を公然と行うところも

出てきている｡

また,1980年代以降いくつものナショナルセ

ンターが乱立して,政府に対するナショナルセン

ターの交渉力が低下していることに対する失望も

末端の組合員の間で広まりつつある｡クリアンサッ

ク政権時代にもLCTのほかに,78年 3月には

｢全国自由労働会議｣(sapha Ongkarn Lukchang

Raeng-ngarn SerihaengChart,英語略称はNFLUC)

が第2のナショナルセンターとして正式に登録が

謎められ,さらに79年 1月には ｢タイ労働会議｣

(SaphaOngkarnLukchangRaeng-ngarnhaengPra-

thetThai,英語略称はNCTL)が第3のナショナル
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セ ンター として登録が認め られた｡ しか し

NFLUCもNCTLもクリアンサック政権時代は,

規模 も小さく,またクリアンサック自身もLCT

を重視する姿勢をとっていたため,それほど大き

な役割を果たすことはできなかった｡

しかし1983年にLCT内部でパイサーンとア-

マ ド･カムテ- トーン (AhmadKhamthetthong)

の対立が表面化し,結局パイサーンがLCTを脱

退 して,｢タイ労働連合会議｣(sapha Ongkarn

Lukchang Samaphan 鮎eng-ngarn haeng Prathet

Thai,英語略称はTTUC)を結成 し,4番 目のナ

ショナルセンターとして登録し,また83年以降

NCTLが急速に傘下の組合数を増やしていったこ

とによって,それまでのLCTが実質的に唯一の

ナショナルセンターとして機能する状態から四つ

のナショナルセンターが並立する状態へと変化す

ることになったのである｡四つのナショナルセン

ターが並立する状況は88年まで続いたが,89年

以降さらに新たに四つのナショナルセンターがで

きたため,現在では八つのナショナルセンターが

タイには存在している｡

こうした状況の中で,従来のナショナルセンター

のあり方に不満を感じている労働組合の中には,

近隣の労働組合との間に ｢地区グループ｣(Klum

yarn)と呼ばれる連絡組織を作 り,地区グループ,

さらには複数の地区グループが連合した地区グルー

プ連合の名前で,直接政府に対してさまざまな要

求を行ったりする動きが 1980年代末ころから出

てきている｡政府はナショナルセンターとの関係

を重視する立場から,ナショナルセンターの支持

を得ないで,地区グループが単独で行う要求に対

しては,あまり積極的に応じようとはしていない

が,地区グループの中には,NGOと連携したり,

未熟練労働者を中心として結成された労働組合の

日常的な活動を相互に支援し合う活動などを通じ

て,末端の組合員からの支持を拡大し,かなりの

動員力を持つようになったところも現れている｡

Ⅴ おわりに- タイ型政労使関係の可能性

と限界

1970年代末以降のタイの政労使関係の特徴を
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要約すれば以下のようになろう｡政府とナショナ

ルセンターとの間の対話のチャンネルはかなり制

度化されており,ナショナルセンターの意向は労

働政策にある程度反映されるようになっている｡

ナショナルセンターが個々の企業における労使間

の直接交渉よりも,政府をまじえて一括交渉を行

うことを好むのは,一つには,韓国や台湾と違っ

て,農村部やインフォーマルセクターにまだ数多

くの余剰労働力が存在しているために,企業との

直接交渉ではあまり強い立場をとることができな

いことが多いためである｡また一つには,政治に

再び介入する口実を軍に与えることを恐れた文民

政権が,ある程度の動員力を持っているナショナ

ルセンターに対して,宥和的な態度をとることが

多かったことにもよる｡

こうしたシステムは,政府がナショナルセンター

に対して,あまりに大幅な譲歩ばかりをしてしま

わないかぎり,経営者の多くにとってもそれほど

都合の悪いものではなかった｡タイの経営者の多

くは,自分が経営する企業に労働組合が結成され

ることを好まない｡また労働組合が結成されても,

労働組合から提出された要求に応じることは自ら

の権威を失墜させることになりかねないと考えて,

強い拒否反応を示すことが少なくない｡しかし労

働者の要求が直接経営者に提出されるのではなく,

ナショナルセンターを通じて政労使の代表からな

る三者構成委員会に提出され,そこで承認された

場合にのみ政府.の命令として各企業に伝えられる

というシステムなら,自分の企業で働いている労

働者の要求に屈したという形をとらずにすむので

ある｡また第Ⅲ節で述べたように,自分の企業は

労働条件を改善しても他の企業は労働条件を改善

しないかもしれないという危悦をかなりの程度解

消してもくれる｡

このようなタイ型政労使関係は,いくつかの問

題点も持っている｡ナショナルセンターが必ずし

も常に末端の労働者の利害を強く守ろうとするわ

けではないので,非正規雇用の労働者が急増する

などの現象も起きている｡またタイでは多くの未

熟練労働者の基本給が最低賃金ぎりぎりの水準に

あるため,彼らの給与レベルは,賃金委員会の決

定によって大きく左右される｡しかし政労使の代
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表からなる賃金委員会の決定は,経済的な要因だ

けでなく,政治的な要因によってもかなり左右さ

れ,経済的には必ずしも好ましくないレベルに最

低賃金が設定される危険性がある｡ただし,タイ

の労働生産性については信頼できるデータが得ら

れないため,労働生産性と実質賃金の伸び率を厳

密に比較することができないため,こうした問題

がどの程度深刻なのかについて判断することは難

しい｡1997年の金融危機に直面するまではタイ

経済が毎年かなり高い成長率を記録していたこと

を考えると,少なくとも97年まではこの間題は

タイの経済発展にとって大きな足軸になっていた

とは言えないであろう4)｡ナショナルセンターが

最低賃金の引き上げ要求においてある程度節度あ

る態度をとる場合には,政府が政治的に弱い立場

に陥った時にも,最低賃金が経済的に望ましいレ

ベルから著しく葡離することはない｡ナショナル

センターが節度ある行動をとるかどうかは,彼ら

が政労使関係の現行のシステムの存続をどの程度

強く望んでいるかによって大きく左右される｡タ

イの場合は,そうした歯止めのメカニズムがある

程度機能してきたように思われる｡

もちろんこのようなメカニズムが常にうまく機

能する保証はない｡｢東アジア的強権国家主導型

開発モデル｣が想定するような,労働者団体も含

めたさまざまな圧力団体の要求にはいっさい屈せ

ず,経済的合理性のみに基づいて経済開発のため

に最善の政策を見つけだし,それを断固として実

行するような ｢強い政府｣を望む声がタイ国内に

あるのも事実である｡しかしタイをはじめ,発展

途上国の多くにおいては,そのような政権が誕生

することを期待することは,あまり現実的なこと

ではない｡｢強い政府｣はこれまでにしばしば誕

生したが,それらの政府の多くはやがて腐敗し,

経済開発にも悪い影響を与えてきた｡｢強い政府｣

が腐敗への誘惑に屈せず,常に経済的合理性のみ

に基づいて経済開発のために最善の政策を行う保

証はない｡｢東アジア的強権国家主導型開発モデ

ル｣はそれがうまく機能すれば,大きな成果が期

待できるかもしれないが,うまく機能しなかった

場合には,経済開発に関しても,また人権面に関

しても大きな危険がともなう｡政治的な妥協の産
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物であるタイ型政労使関係は,ハイリスク ･ハイ

リターンの ｢東アジア的強権国家主導型開発モデ

ル｣に対する,ローリスク･ローリターンな選択

肢を提供するものとも考えられようo特に,優秀

でしかも強大な権限を与えられても腐敗しない官

僚制に恵まれていない国にとっては,タイ型政労

使関係は｢東アジア的強権国家主導型開発モデル｣

よりも実現可能性の高い選択肢の一つとなる可能

性を持っているように思われる｡

1)タイの労使関係や労働政策に関する実証的な分析に関して

は,1960年代以前については浅見 (1991),60年代から70

年代前半に関しては浅見 (1994),70年代中ごろから後半に

かけては浅見 (1996),70年代未から80年代にかけては浅

見 (1997),80年代から90年代にかけては浅見 (1999)を

参照されたいCまた,タイの労働争議や賃金の動向に関して

は浅見 (1998)および末席 (1998)に資料と解説が掲載され

ている｡

2)本稿では,タイにおける労働組合活動に対する規制の弱さ

を強調するが,もちろん規制が全くないわけではない｡労働

観合やナショナルセンターに労働福祉省への登録が義務づけ

られているなど先進国に比べればかなり強い規制がさまざま

に設けられてられている｡しかし他の東アジアや東南アジア

の国々に比べれば,規制の度合いはかなり額やかであること

もまた事実である｡従来のタイの労働政策に関する研究は,

先進国との比較を念頭に置いて行われることが多かったため,

労働運動に対する洩制を強調することが多かったが,視点を

変えて近隣諸国と比較してみると,逆にむしろ規制の緩やか

さがタイの労働政策の特徴の一つとして浮かび上がってくる｡

3)輸出指向型工業化への移行が発展途上国の労使関係に与え

る影響に関する議論については,Frenkel(1993),Kuruvua

(1994),Verma(1995)などを参照されたい｡

4)金融危機が発生しfT･直後には,80年代末以降タイの賃金

水準が急速に上昇したことによって,タイの輸出産業の国際

競争力が低下したことが,金融危械発生の遠因の一つとして

議論されることも少なくなかったが,危機発生からしばらく

経つにつれて,賃金の安さに頼って,労働生産性の向上に十

分努力してこなかったことのほうが大きな問題であり,賃金

の安さではインドネシアや中国,ベ トナム,さらには南アジ

ア諸国には到底太刀打ちできない以上,労働力の質と生産性

日本労働研究雑誌

の向上に力を入れるべきであるという論調が強くなってきて

いる｡
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